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1 趣旨 

 本仕様書は、東大阪市立図書館（以下「図書館」という。）の指定管理者が行う管理業務の内容

及び履行方法について定めるものとする。なお、本仕様書に定めのない事項については、東大阪市

（以下「市」という。）と協議すること。 

2 管理運営に関する基本的な考え方 

 指定管理者は、図書館を管理運営するにあたり、次に掲げる項目に沿って行う。 

(1) 図書館の設置目的を最大限に発揮する。 

 (2) 施設の効率的・効果的な管理運営を行う。 

 (3) 積極的に広報を行い、施設の利用促進に努める。 

 (4) 利用者にとって快適な施設の提供に努める。 

 (5) 魅力ある事業を実施し、市民サービスの向上に努める。 

 (6) 個人情報の保護を徹底する。 

 (7) 管理経費の削減に努め、生み出した経費で図書館サービスの充実に努める。 

 (8) 公の施設として、利用者に良質なサービスを提供する。 

 (9) 地元貢献に努める。 

 (10) 第二次東大阪市立図書館基本構想（以下「第二次基本構想」という。)及び第３次東大阪市

子ども読書活動推進計画（以下「第３次子ども読書計画」という。) に基づき図書館を管理運営す

る。

3 開館時間及び休館日等 

 (1) 開館時間及び休館日等は次のとおりとする。なお、開館日等は、今後変更の可能性がある。 

施設名称 所在地 開館時間、休館日等 

永和図書館 東大阪市永和二丁目１番１号 

（東大阪商工会議所会館内） 

開館時間：午前９時から午後９時 

休館日：図書整理期間(令和６年度は７日間) 

花園図書館 東大阪市吉田四丁目７番２０号 開館時間：午前９時から午後９時 

休館日：火曜日(但し、火曜日が国民の祝日等の場合は

開館)、図書整理期間(令和６年度は７日間) 

四条図書館 

(令和７年１２月中まで(予定))

東大阪市南四条町１番１号 

（東部地域仮設庁舎内） 

開館時間：午前９時から午後９時 

休館日：月曜日(但し、月曜日が国民の祝日等の場合は

開館)、図書整理期間(令和６年度は６日間) 

四条図書館 

(令和８年４月頃から(予定))

東大阪市南四条町１番７号 

(四条市民プラザ内) 

開館時間：午前９時から午後９時 

休館日（予定）：毎月第１・第３水曜日(但し、水曜日

が国民の祝日等の場合は翌日閉館とし、その翌日以後

祝日等が連続する場合は、最後の祝日等の翌日を閉

館)、年末年始（１２月２９日～１月３日）、図書整理

期間 
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石切分室 東大阪市北石切町１番７号 

(石切公民分館内) 

開室日及び開室時間：水曜日、土曜日、日曜日の午前

９時から午後５時 

休室日：月曜日、火曜日、木曜日、金曜日、国民の祝

日等、公民分館休館日、年末年始（１２月２８日～１

月４日）、図書整理期間(令和６年度は１日間) 

大蓮分室 東大阪市大蓮北四丁目３番２５号 開室日及び開室時間：水曜日、木曜日、土曜日、日曜

日の午前９時から午後５時 

休室日：月曜日、火曜日、金曜日、国民の祝日等、月

末日、年末年始（１２月２９日～１月３日）、図書整理

期間(令和６年度は３日間) 

移動図書館 東大阪市大蓮北四丁目３番２５号

２台(キキョウ号・ウメ号) 

別紙２移動図書館ステーション巡回表を参照 

図書整理期間(令和６年度は２日間) 

※四条図書館について 

 現四条図書館は、現所在地である東部地域仮設庁舎敷地において、現在の建物を解体し、新た

に東大阪市(仮称)こどもセンター及び新四条図書館の複合施設として整備するため、令和７年１

２月末に閉館を予定している。その後、移転・準備作業を行った後、令和８年４月頃から四条市

民プラザの図書フロア（４階）で図書館サービスを実施する予定である。 

 また、四条市民プラザ内での図書館サービス実施中は東大阪市旧適応指導教室(旧ふれあいル

ーム)(東大阪市東石切町四丁目１３番３１号)の一部を書庫として使用する予定である。 

 なお、四条市民プラザ内での図書館サービスを行う期間は、令和８年度から令和１１年度まで

の４年間を予定している。図書館サービスの開始時期については、移転・準備期間の状況により

早まる可能性がある。 

(2) 図書整理期間の日程は、各館（室）において重複しないようにすること。 

4 指定期間 

令和８年４月１日から令和１２年３月３１日（４年間） 

5  法令の遵守 

業務の実施にあたっては、本仕様書のほか、次に掲げる関係法令、条例等の規定を遵守すること。 

① 東大阪市立公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（同施行規則) 

② 東大阪市立図書館条例（同施行規則） 

③ 東大阪市個人情報の保護に関する法律施行条例（同施行規則)） 

④ 東大阪市人権尊重のまちづくり条例 

⑤ 東大阪市男女共同参画推進条例 

⑥ 東大阪市暴力団排除条例（同施行規則) 



- 3 - 

⑦ 東大阪市指定管理者制度の運用における暴力団排除措置要綱 

⑧ 地方自治法（第２４４条・２４４条の２) 

⑨ 個人情報の保護に関する法律 

⑩ 労働基準法、労働契約法、最低賃金法、労働安全衛生法、消防法、労働組合法、男女雇用機会

均等法、労働者災害補償保険法、雇用保険法、健康保険法、厚生年金保険法、次世代育成支援

対策推進法、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、障害者雇用促進法 

⑪ 社会教育法、図書館法、図書館の設置及び運営上の望ましい基準 

⑫ その他関連法規・通知・要綱等 

6 管理運営体制 

 (1) 全般的事項 

  ア 人員の配置や組織体制の提案にあたっては、業務を円滑に遂行し、効率的・安定的な施設

運営が行えるよう、現行の人員体制を参考に十分な体制を構築すること。 

    人員の配置にあたっては、季節・曜日・時間帯による業務量の変動を踏まえ、適切に配置

すること。 

  イ 配置する職員については、指定管理者の直接雇用を基本とする。また、現に当該施設で就

労している者については、本人が希望する場合、その雇用の確保に努めること。 

  ウ 職員は、名札及びそれぞれの業務にふさわしい統一した服装を着用すること。 

  エ 指定管理者は、業務責任者以上の勤務予定表を市に提出すること。市は、提出された勤務

予定表につき、業務に支障が生ずる恐れがあるときは、指定管理者に対して改善を求めるこ

とができる。 

 (2) 館長等の配置について 

  ア 永和図書館・花園図書館・四条図書館(以下「３館」という。)については、館長を配置す

る。館長は、公の施設の管理運営にあたるに相応しい人格と見識を備え、市が第二次基本構

想でめざす図書館の実現に向けた積極性を有する者を配置すること。別に、指定管理業務及

び施設の総括的な責任者として、全館を統括する館長(以下「統括館長」という。)を配置す

ること。統括館長においては、市役所開庁日に市と連絡をとれる体制とすることが望ましい

が、事故等の理由によりそれが難しい場合は、代理人を立てることとする。なお、図書館の

設置及び運営上の望ましい基準（平成２４年文部科学省告示第１７２号）の規定により、館

長は司書資格を有することが望ましい。 

  イ ３館については、館長を補佐する者を配置すること。 

  ウ 大蓮分室及び石切分室（以下「分室」という。）については、業務責任者を配置すること。 

 (3) 司書の配置 

   各館の特色を打ち出した専門的なサービスの提供ができるよう、レファレンス業務には司

書資格を有する者を配置すること。 

 (4) 職員の研修等 

    指定管理者は、業務が的確かつ円滑に履行できるよう、業務従事者の責務及び実務に関す
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る研修を指定管理者の責任において実施すること。 

    知識、能力を向上させる研修等を計画的、継続的に実施し、大阪府立中央図書館や他の機

関等が主催する研修も取り入れ、積極的に参加できる体制を確保すること。 

    なお、研修にかかる経費は、指定管理者の負担とする。 

7 業務内容 

 これまで市が構築してきた図書館サービスの内容・水準を維持向上することとし、運営にあたっ

ては、「東大阪市立図書館運営基本方針」に基づき、利用者に対し、更なる良質なサービスを提供

すること。 

(1) 図書館運営の基本業務 

  ア 資料の収集整理 

    ・図書等の選定 

  購入する図書資料は、市が示す選書方針である「東大阪市立図書館資料収集方針」及

び「東大阪市立図書館選書基準」に基づき選定し、購入後、速やかに市に報告すること。

なお、現在継続購入している逐次刊行物等については、引き続き購入することを原則と

する。 

        ・図書等(視聴覚資料・電子書籍含む)の発注処理及び調達 

      資料購入費に含まれているものは、図書、ＣＤ、雑誌、新聞、官報、現行法規、電子

書籍、国立国会図書館デジタル化資料送信サービス、家庭文庫（令和７年度予算６３．

３万円)、資料に関係する消耗品（ブッカー等)とする。 

      年度内の資料購入額が収支予算額を下回った場合は、その差額を市に返納しなければ

ならない。また、年度内の資料購入費が収支予算額を上回った場合は、指定管理者の負

担とする。 

    ・納品図書等の検収 

    ・図書等の装備 

      装備の仕様は原則現行のとおり行うこと。 

・図書等の蔵書登録 

    ・寄贈図書等の受入、蔵書登録 

    ・分類別配架の実施 

      分類の仕様は原則現行のとおり行うこと。 

    ・返却ポストの処理 

返却ポストに返却された資料は基本的に毎日回収し、返却処理を行うこと。また、現

四条図書館が令和７年１２月末に閉館する予定に伴い、令和８年４月頃から現四条図書

館に設置の返却ポストを四条市民プラザに移設予定。 

    ・書架整理 

    ・延滞図書等への対応(はがき・電話・メール等による督促) 

    ・紛失、汚破損図書等への対応 
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    ・蔵書点検 

年１回、図書整理期間内において、すべての所蔵資料の蔵書点検を行い、不明資料等

の確認を行うこと。また、蔵書点検が終わり次第、速やかに市へ報告すること。 

    ・図書等の書庫への配置換え作業 

・図書等の修理 

    ・廃棄図書等の選定 

除籍した資料は、できる限り学校園、市民へのリサイクル本としての提供、イベント

活用や古紙回収に出すなど、有効利用に努めること。なお、古紙回収については、保存

期限切れの資料（新聞・雑誌等）や廃棄図書、個人情報等を含まない紙類のみとし、市

の担当課に引き渡すこと（別添仕様書資料１「古紙回収日一覧」参照）。 

・郷土(司馬遼太郎及び郷土作家を含む)、行政資料の収集・整理 

・永和図書館でのビジネス支援データベース(日経テレコン・ＪＲＳ経営情報サービス・

インターネット版官報)の閲覧環境整備 

・国立国会図書館デジタル化資料送信サービスの閲覧環境整備 

  イ カウンター・閲覧スペース等に関する業務 

・図書等の貸出及び返却業務 

・返却図書等の配架 

・図書等の書庫出納 

・府立及び他市図書館等との相互貸借業務 

    ・館内専用貸出(地図等)の受付業務等 

    ・ビデオ及びＣＤ視聴の受付・終了業務 

    ・閲覧席・学習席の管理 

 永和図書館では、１７時以降、館内の机のある席での持ち込み資料による自習を可能

とし、花園図書館では、常時「閲覧専用席」以外の机のある席での持ち込み資料による

自習を可能としている。今後も市と協議のうえ、引き続き対応すること。 

    ・各種展示等の配置 

・館内におけるインターネット端末の利用サービスの提供 

・フリーＷｉ－Ｆｉ環境の管理及び利用マニュアルの作成 

  ウ 利用登録業務 

    ・利用カードの発行・利用方法案内 

    ・利用データ入力 

    ・電子申請の受付・管理 

    ・インターネットサービスの仮パスワード申請受付・発行 

  エ レファレンス業務 

    ・資料案内及び調査・読書相談等 

    ・レファレンスサービス経験者の配置 

    ・レファレンス協同データベースの活用 
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  オ 予約・リクエスト受付、処理業務 

図書館では、市内在住・在勤・在学及び協定市登録者に対して図書館で所蔵している資

料の予約受付を上限３０点としている。また、市内在住・在勤・在学の登録者には、図

書館未所蔵本のリクエストも受け付けている。 

    ・予約図書等の受付・予約入力 

    ・予約資料等の収集、確保作業 

    ・リクエスト資料の選定 

    ・利用者への連絡等に関する業務 

    ・予約の取消及び確保期限切れ時等の処理 

カ 苦情・要望等への対応 

・市に送付されるものを含め、対応を行うこと。対応については、迅速に行うものとし、

緊急性、重要性のあるものについては速やかに市に連絡、協議を行い対応すること。 

・意見箱の設置 

キ 移動図書館業務 

   市では、キキョウ号とウメ号の２台の移動図書館が、月２回市内４７ステーションを巡

回し、本の閲覧・貸出、本の返却、予約本の貸出、利用カードの新規作成や有効期限の

更新、おはなし会など実施している。（別添仕様書資料２「図書館・移動図書館ステーシ

ョンマップ」参照）。 

・巡回日程の調整及び通知 

    ・出動準備作業(書架整理、予約本等の積み込み) 

    ・巡回駐車場所進入路開放(駐車場所により異なる) 

    ・貸出、返却、利用登録等 

    ・帰館後処理業務 

「東大阪市行財政改革プラン２０２５」において「移動図書館から新たな図書サービスへ

の転換」と掲げており、本指定管理期間中の運行については別途協議すること。 

  ク 障害者サービス 

     「東大阪市立図書館障害者サービス実施要綱」に基づき、適切なサービスを行うこと。 

・バリアフリー図書(点字図書、録音図書等)の収集、管理及び貸出 

 （サピエの登録事務、利用負担金（４０，０００円)の支払いは市が行う。） 

・対面朗読サービスや録音図書の制作していただいているボランティア団体との連携 

・永和図書館及び花園図書館の駐車券の購入・配布 

図書館利用者で、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を提示された方

に２時間を限度として駐車券を発行するもの。また、年度内の駐車券購入額が収支予算額

を下回った場合は、その差額を市に返納しなければならない。なお、年度内の駐車券購入

費が収支予算額を上回った場合は、指定管理者の負担とする。 

ケ 電子図書館サービス  

 ・平時・非常時の閉館中であってもサービス提供可能な「非来館型サービス」として、ク
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ラウド型電子書籍貸出サービスを継続すること。市では、「LibrariE＆TRC-DL」を使用し

ており、電子図書館業務についての経費は指定管理者の負担とし(指定管理委託料に含む)、

市の指定した事業者に発注すること。また、継続使用及び利用者の増加に向けた発展施策

を実施すること。 

  ・利用者の予約や貸出傾向の分析を行い、利用者のニーズを把握し、購入計画を立てるこ

と。 

・情報発信や使い方講座等を行い、利用促進に努めること。 

  コ イベント等の実施 

    ・イベントや読み聞かせ等、各種行事企画立案実施 

    ・各館を活動の場所とするボランティア団体に、おはなし会等の活動の機会を提供するこ

と。 

    ・読書手帳の継続 

    ・永和図書館マルチホールや花園図書館視聴覚室の活用を検討すること。 

    ・四条図書館では、四条市民プラザ施設の使用（会議室等の貸室の利用料については、使

用する際にその都度、市の手続きを通じて無料となる予定）も含めて、企画立案実施をす

ること。 

サ ブックスタート業務 

「東大阪市ブックスタート事業実施要綱」に基づき、引き続き実施するもの。 

    ・保健センターとの連絡・打ち合わせ 

    ・絵本の選定等 

    ・保健センター実施場所への司書配置 

    ・ブックスタートパック（絵本・図書館案内・利用申込書等）の詰込作業 

    ・保健センター実施場所へのブックスタートパック搬送 

    ・読み聞かせボランティアへの参加確認 

    ・ボランティア活動保険の加入手続き及び謝礼の支払い 

    ・講演会（読み聞かせボランティア研修会含む)等の実施（講師、案内等) 

    ・購入物品（ブックスタートパックの絵本等）の支払い等 

シ 雑誌スポンサー制度 

「東大阪市立図書館雑誌スポンサー制度実施要綱」に基づき、引き続き実施すること。 

  ス 広報業務 

    ・各種媒体を使った図書館や行事の広報（ＳＮＳ、市の広報物等を含む) 

報道機関等から取材を受けた場合は、速やかに市へ報告すること。 

  セ 家庭文庫及び地域文庫業務 

「家庭文庫及び地域文庫育成要綱」に基づき、対応すること。 

また、家庭文庫及び地域文庫について、図書館との連携の強化及び市民への周知を検

討している。今後、市と協議のうえ、対応すること。 

    ・家庭文庫及び地域文庫の活動状況の把握 
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・図書の発注及び受入処理 

    ・納品図書の検収 

  ソ 学校園等との連携 

    ・図書館見学、職業体験、インターンシップの受入 

・生涯学習出前講座の内容検討、実施、周知 

・学校連携にかかる電子図書館ＩＤの付与、削除、初期化等 

    ・学校司書連絡会等の出席 

  タ 地域との連携 

・社会教育施設、市関係部局、市内企業、ＮＰＯ法人、大学等と連携したイベントやビジ

ネス支援等の実施 

・出前講座の内容検討、実施、周知 

  チ 図書館アンケートの実施、効果測定 

    ・年１回以上、利用者アンケートを実施し、利用者等から意見を聴取し、その調査結果及

び改善策等を報告し、次年度以降の業務にできる限り反映させること。 

  ツ 図書館統計等 

    ・図書館統計の管理 

    ・図書館年報の作成・配布 

毎年７月末日までに図書館年報を作成し、市へ提出すること。作成した図書館年報は

指定管理者が印刷・配布を行うこと（令和６年度は２００部作成）。 

  テ 各種調査への対応 

    ・各照会に関する回答（市に送付されるものを含む） 

    ・市が必要とする資料を作成すること。 

  ト 関係団体との連携 

図書館に協力していただいている関係団体（別添仕様書資料３「図書館年報」参照）に

ついては、引き続き協力関係を継続すること。 

  ナ その他 

    ・布施駅前市民プラザ及び楠根市民プラザでの出張図書館の運営 

（出張図書館について、詳しくは、市ウェブサイト（https://www.city.higashiosaka.

lg.jp/0000031693.html）参照。） 

    ・団体貸出業務 

・府立及び他市図書館等との連絡調整、情報収集 

・東大阪市（仮称）こどもセンター及び新四条図書館の複合施設が、令和１２年４月（予

定）に開館することに伴う準備等について、市と協議のうえ、対応すること。 

・市では、図書館の管理運営業務等について、定期監査等を実施する可能性がある。その

際には、適切に対応すること。 

・その他、必要に応じて、市と協議のうえ、対応すること。 
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(2) 図書情報システム及びマーク等の管理・運用業務 

  ア 現行の使用システム 富士通iLisfieraV3L12 

・図書館に関する情報を一元化し、図書館ネットワークを構築している。 

・現行システムは、機器のリース期間が満了し市に帰属しており、今後市において更新を

行う予定であるが、指定管理者は、現状課題等必要な情報を文書にまとめて適宜市に報告

するなど、更新作業に協力すること。 

  イ ＯＡ機器管理 

     図書情報システム、インターネット閲覧システム保守業務及び周辺機器等の管理を行う

こと。 

    ※保守点検業務についての経費は指定管理者の負担とし（管理委託料に含む)、市の指定

した事業者に発注すること。 

  ウ 資料の書誌マーク作成 

     図書等のマーク（Machine Readable Catalogue)については、現在ＴＲＣ－ＭＡＲＣを

使用している。 

図書目録データに関して現状の内容を下回らないものであれば、他のマークの使用も可

能である。ただし、現状を変更する場合、事前に市の承認を得ることとし、変更に係る費

用は指定管理者の負担とするとともに、指定管理期間終了時(指定の取消等による指定期

間途中の終了を含む)に他者が指定管理者となった場合も、適正な価格で継続してマーク

を使用できることを確約すること。 

  エ 図書館ウェブサイトの更新・管理 

必要に応じて更新を行い、セキュリティ管理も十分に行うこと。 

(3) 第二次基本構想に基づく事業に関する業務 

第二次基本構想の実現に向けた提案を行い、市と協議のうえ、着実に進めていくこと(別

添仕様書資料４「第二次基本構想」参照)。 

   (提案を求める主な項目) 

    ・各館の特色あるサービス 

・市内全域図書館サービスをめざした出張図書館の拡充、大学図書館や図書館関連施設等

との連携、団体貸出の強化 

・学校との連携の強化 

・資料の質的な充実 

・読書バリアフリー法に基づいた障害者等へのサービスの強化 

    ・ＳＮＳなどの媒体を活用した情報発信、ＰＲの強化 

    ・各世代へのサービス（特に学齢期・青少年・大学生世代の利用促進） 

    ・図書館の方向性の１つ、「新たな図書館ファンの獲得」をめざした従来の図書館の枠に

収まらない、交流・会話ができる環境整備(永和図書館マルチホール、花園図書館２階バ

ルコニーの活用等) 
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(4) 第３次子ども読書計画に基づく事業に関する業務 

 子どもの自主的な読書活動を推進するため、各施策方針に沿って事業を各関係部局と調

整のうえ、着実に進めていくこと(別添仕様書資料５「第３次子ども読書計画」参照)。 

(5) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

  ア 図書館の適切な運用のため、施設及び設備の保守管理を行うこと。 

  イ 施設及び設備等が破損・消耗等した場合、１件２００万円未満の修繕については、指定管

理者が負担すること。なお、年度内の修繕費が収支予算額を下回った場合は、その差額を市

に返納しなければならない。 

  ウ 図書館備品等については、備品台帳及び鍵台帳を備え、適切な状態に保持・管理すること。 

  エ 図書館業務に伴い排出される廃棄物は、指定管理者において法令に従い、責任をもって処

分すること。 

  オ 施設の警備・清掃業務（除草及び樹木剪定を含む）等については、募集要項「5．経費(1)、

②」のとおりとする。 

  カ 市では、永和図書館の駐輪場の整備を検討している。駐輪場の管理（門の開閉等）につい

て、市と協議のうえ、適切に対応すること。 

  キ その他、本仕様書に記されていない維持管理業務の取扱いについては、法令の規定や市と

の協議に基づき、適切に対応すること。 

(6) 自主事業の運営に関する業務 

 自主事業は、指定管理者自らの責任と費用負担により市の承認を得て実施すること。自

主事業終了後は、速やかに当該自主事業の事業報告及び収支決算を報告すること。なお、

現在の指定管理者が行っている自主事業は、四条寄席、「東大阪市立図書館資料宅配サービ

ス実施要領」に基づく障害者向け宅配サービス、「東大阪市立図書館複写サービス取扱要綱」

に基づく複写サービス、図書館を使った調べる学習コンクールである。 

(7) 個人情報保護に関する業務 

  ア 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号)、東大阪市個人

情報の保護に関する法律施行条例（令和５年東大阪市条例第５号)及びその他の関連する法

令等並びに「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」に規定する市と同様の義務を負い、

罰則も適用されるため、個人情報の大切さを職員に周知・徹底し、個人情報の保護を図る

ために必要な措置を講じること。 

イ 個人情報を収集するときは、必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集すること。 

ウ 指定管理業務に関して知り得た個人情報を目的以外に利用又は第三者に提供しないこと。 

また、これらのことは、指定管理終了後においても同様とし、職員が退職した場合も同様

とする。 

   エ 個人情報に関する事故が発生した場合は、直ちに市にその旨報告すること。 

 (8) 情報公開に関する業務 

指定管理者は、図書館における情報公開規定を作成するものとし、指定管理業務に関し保

有する文書については、東大阪市情報公開条例（平成１１年東大阪市条例第１号)及び情報
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公開規定に基づく措置を講じるよう努めること。また、市は、指定管理者が保有する情報

について開示請求があったときは、指定管理者に対して当該情報を提出するよう求めるも

のとし、指定管理者は、速やかに応じるよう努めること。 

 (9) 業務報告 

   ア 毎月終了後、月次報告書を翌月の１０日までに市に提出すること。 

   イ 年度終了後、４月３０日までに事業報告書（年次報告書）を提出すること。 

   ウ その他、市が必要とする報告書を提出すること。 

 (10) 掲示物・配布物の管理業務 

図書館の管理施設における掲示物・配布物等の取扱いについては、市と協議のうえ、対

応すること。 

 (11) 図書館協議会に関する業務 

     統括館長は、図書館の管理運営について、年１回以上図書館協議会の意見を聞くものとす

る。また、統括館長は、図書館協議会の開催にあたり、その運営を主導すること。 

 (12) その他管理運営業務 

   ア 管理運営上必要な関係法令の許可及び届出等については、遺漏のないように実施するこ

と。 

   イ 永和図書館及び花園図書館は、令和７年６月２６日より気候変動適応法（平成３０年法

律第５０号)に基づく指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）に指定している。熱中症

特別警戒アラート発表時には、適切に対応すること。 

   ウ 指定管理終了後には、指定が終了となる者の費用負担で原状回復を行うとともに、次期

指定管理者が円滑に支障なく業務が遂行できるよう業務の引継ぎを行い、必要なデータを

遅滞なく提供すること。 

   エ 指定管理期間前（令和８年３月３１日以前）に引継ぎ業務等に係る経費は、指定管理予

定候補者の負担とすること。 

8 今回新たに提案を求める取組について 

市では、「7 業務内容」に記載のない新たな図書館サービスの向上が期待できる取組について、

実施を検討している。下記取組について、「追加取組の提案（提出書類第２－２）」を作成し、提

案すること。 

(1) 東大阪市（仮称）こどもセンター及び新四条図書館開館に伴う新たなサービス 

 令和１２年４月頃から東大阪市（仮称）こどもセンター及び新四条図書館の複合施設が開館

する予定である。第二次基本構想を参考に複合施設に訪れる全ての子どもたちが本に出会える

機会や本の素晴らしさを感じることができる体験を提供できる新たなサービスを提案すること。 

(2) 移動図書館に代わる新たな図書館サービスとして考えられる広くそして多くの市民に貢献で

きる全域サービス 

   昭和４１年６月から巡回を始めた移動図書館であるが、現在運行している２台は平成８年と

平成１１年に購入したものであり、購入から２５年以上経過しているため、種々の不具合がた
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びたび発生している状況にある。「東大阪市行財政改革プラン２０２５」において「移動図書

館から新たな図書サービスへの転換」を検討することとなっており、第二次基本構想を参考に

して、広く市民サービスの向上につながる図書館サービスの提案をすること。 

(3) ＩＣタグ導入事業 

   ＩＣタグ貼付に係る仕様については、別紙１「ＩＣタグ貼付等作業にかかる仕様書」を参考

に提案すること。経費については、ＩＣタグの購入・資料（書籍・ＣＤ）への貼付・資料管理

に必要な情報の書き込み（以下「エンコード」という。）を行う一連の作業にかかる費用とす

る。 

  ＩＣタグ導入に係るＩＣ機器配備計画については、導入決定後、指定管理者と別途協議する

予定である。 

（4） その他 

新たな図書館サービスの向上が期待できる取組 

9 経費の負担について 

 (1) 市が負担する経費 

    施設及び市が貸し付ける備品等に係る１件２００万円以上の修繕料 

 (2) 指定管理者が負担する経費 

    (1)の経費を除き、管理運営上必要となる全ての経費。現在市が行っている使用方法と異な

るもの（マーク変更に係る経費等)も含む。 

※緊急時の場合は、別途協議して決定することがある。 

10 実地調査 

本業務の適正を期するため、市は定期的に、施設、物品、各種帳簿等及び管理運営の実施に

ついて調査を行う。 

   指定管理者は、合理的な理由なくこれを拒否できないこととする。 

11 備品・消耗品・施設設備等の所有権及び管理等 

 (1) 指定管理者に貸し付ける備品等については、市の「財産の交換、譲与、無償貸付等に関す

る条例」（昭和４２年東大阪市条例第３４号)第７条の規定により、指定管理者に無償で貸し付

ける。指定管理者は、貸付を受けた備品を適正かつ効率的に管理し、「東大阪市財務規則」(昭

和４２年東大阪市規則第３１号)に定められた物品の分類に従い整理保管し、廃棄等の異動に

ついては事前に市と協議すること（別添仕様書資料６「備品一覧表」参照）。 

 (2) 指定管理者が管理委託料で購入するものは、指定管理終了時に、原則として市へ無償譲渡

するものとし、市から貸し付けた備品の台帳とは別に台帳を作成し、管理すること。ただし、

図書資料については、購入時点で市の所有とする。 

 (3) 指定管理者が、管理委託料以外の経費で購入し保管を要する備品等については、指定管理

者の所有とする。ただし、その都度、市に報告すること。 
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 (4) 指定管理者が施設設備を修繕した場合、設置及び修繕が完了した時点で市の所有とする。

 (5) 本業務の遂行のために車両が必要な場合は、指定管理者の負担で用意すること。 

12 業務を実施するにあたっての注意 

 (1) 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体等に有

利又は不利になる運営をしないこと。 

 (2) 業務上想定されるリスク項目については、リスク分担表に基づき対応すること（別添仕様

書資料７「リスク分担表」参照)。 

 (3) 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程等を作成する場合は、市と協議を行うこと。 

13 定期点検に関する業務 

   建築基準法（昭和２５年法律第２０１号)第１２条第２項に規定される点検及び同法同条第４

項に規定される点検を実施すること。なお、同法第１２条第２項に規定される建築物の敷地及

び構造の点検は３年毎に行われる。また同法第１２条第４項に規定される特定建築設備等の点

検については、毎年度行われる。詳細は、募集要項の「５．経費の(１)、②」のとおりとする。 

 ※当該業務開始前に、直近に市及び指定管理者が実施した上記の点検結果に基づき、施設及び

設備の損傷、腐食、その他劣化の確認を行うこと。 

14 行政財産目的外使用許可 

   行政財産の目的外使用の許可及び使用料の徴収は、市が行う。市が行政財産目的外使用許可を

出して設置しているものの不具合等を発見した場合は、直ちに市へ報告すること。なお、当該

自動販売機に係る収入と、使用料及び電気代等は、設置事業者に帰属する。 

15 施設の管理全般に関する事項 

 (1) 施設管理及び利用者への安全対策・監視体制、防犯・防災及び緊急時における対策につい

て、危機管理マニュアルを作成し、対応に支障が生じないようにすること。 

 (2) 管理責任者及び防火管理者（防火・防災管理講習修了者)を配置し、その者の氏名を市へ報

告すること。また、「防火管理者選任届」等の提出は、指定管理者が適切に行うこと。 

 (3) 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図るとともに、利用者及び

職員の安全管理に努めること。 

 (4) 非常災害、事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な対応計画を定め、緊急時の連絡先等

をあらかじめ市へ報告するとともに、避難・救出その他必要な訓練を定期的に実施すること。 

 (5) 台風、地震等の非常災害発生時には、市と指定管理者が協議した開・閉館判断基準に基づ

き対応すること。なお、閉館時には市の指示に従って業務責任者以上のいずれかは図書館内で

待機し、施設の管理（被害状況の確認・応急復旧等）を行い、必要に応じて被害状況等を市へ

都度報告すること。 

 (6) 警察や救急に緊急通報した際は、遅滞なく市へ報告すること。 
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16 事業の継続が困難となった場合の措置 

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由の場合 

 市が行う業務改善勧告に従わない場合など、指定管理者の責めに帰すべき事由により、業

務の継続が困難となった場合は、市は指定の取消しができるものとする。その場合は、指定

管理者の損害に対して市は賠償せず、市に生じた損害は指定管理者が賠償するものとする。 

(2) 当事者の責めに帰すことのできない事由による場合 

 不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により業務の継続が

困難となった場合、事業継続の可否について協議するものとする。その結果、事業の継続が

困難だと判断した場合は、市はその指定を取り消すことができるものとする。   

17 第三者への再委託 

(1) 管理運営業務の実施にあたり、管理運営業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者

に再委託し、又は請け負わせることはできない。業務の一部について再委託を行う際は、事

前に市へ申請すること。また、軽微な部分を委託し、請け負わせる場合は、この限りではな

い。第三者への再委託を行う業務については、市と指定管理者が書面にて取り決めるものと

し、再委託先の団体等にも仕様書及び募集要項等で定める法令等を遵守するように指導・監

督すること。なお、現在の指定管理者が再委託している業務は、建物等維持管理業務、図書

情報システム機器保守点検業務、移動図書館車両運転業務、図書館巡回・集配送・返却ポス

ト回収業務、電話設備点検業務である。 

(2) 委託事業者の選定、契約の締結及び委託料の支払いなどについては、市に準じた取扱いを

し、また、業務履行については指定管理者がその責務を負うものとし、その内容について市

に報告を行うこと。 

(3) 指定管理者は、指定によって生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、

又はその権利を担保に供してはならない。 

18 施設の保険 

 保険については、当市で全国市有物件災害共済会の建物総合損害共済（軽微なものを除く。）、

全国市長会の市民総合賠償補償保険（指定管理者による自主事業等は適用対象外)には加入済

である。また、その他、リスク分担表等に基づき、指定管理者の業務上の瑕疵等により生ずる

損害賠償等に対応できるよう、賠償資力を確保するための適切な保険に加入すること。 

19 管理委託料の支払い 

   指定管理者からの月次報告書の提出及び支払いの請求に基づき、管理委託料を四半期ごとに

支払う。 
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20 留意事項 

 収支予算書（提出書類第４－１）を作成する際は、下記項目に留意したうえで作成すること。 

(1)  収支予算書（基本業務部分）の管理委託料は４２４，５２０，０００円（令和７年度予算額

に物価・賃金変動を反映した額）を上限とする。 

 また、四条は、四条市民プラザ４階図書フロアで運営するものとして、人件費等の見積りを

すること。 

(2) 修繕料の見積りは、４５０万円を毎年度支出するものとして計算すること。 

(3) 使用料及び賃借料の見積りは、以下の金額を参考に毎年度支出するものとして計算すること。 

 (ア) 花園のＮＨＫ受信料（地上のみ） １万３，２００円（令和６年度実績） 

 (イ) 永和の電話機借上料       １万３，９９８円（令和６年度実績） 

 (ウ) ビジネス支援データベース使用料 (日経テレコン・ＪＲＳ経営情報サービス・インターネ

ット版官報)           ３１万７千円（令和６年度実績） 

 (エ) 永和・花園の駐車券購入費 （令和７年度予算：１８万円） 

(4) 資料購入費の見積りは、視聴覚資料・電子書籍・電子図書館クラウド使用料（１８３万６千

円）・国立国会図書館デジタル化資料送信サービス料を毎年度支出するものとして、令和７年

度予算の６，５６３万３千円を参考に計算すること。 

(5) 負担金の見積りは、以下の金額を参考に毎年度支出するものとして計算すること。 

 (ア) 日本図書館協会・大阪公共図書館協会の会費 ６万１千円（令和６年度実績） 

 (イ) 東大阪商工会議所の会費          １万８千円（令和６年度実績） 

(6) ブックスタートボランティア経費の見積りは、以下の金額を参考に毎年度支出するものとし

て計算すること。 

 (ア) 謝礼費  ７３万８千円（令和６年度実績を参考に試算） 

          （２，６７２円(税込)×延べ２７６人程度） 

 (イ) 損害保険料 ４万円（令和６年度実績を参考に試算） 

          （８００円×５０名程度） 

(7) 建物維持管理経費（各館の清掃・警備・定期点検等）については、令和７年度予算の２，４

２０万円を参考に見積りすること。 

(8) 光熱水費については、令和７年度予算の１，５４０万９千円を参考に見積りすること。また、

現指定管理委託料内の光熱水費には、現四条図書館分は含まれていない。令和８年４月１日か

らは、四条市民プラザの図書館占有部分（図書フロア）の四条の光熱水費を指定管理者が負担

する予定である。負担する光熱水費については、図書館が開館することで増加する５時間の稼

働時間に相当する費用となる予定である。令和６年度実績の２５万３千円（電気料金）、２０

万５千円（ガス料金）を参考に見積もりすること。 

(9) 図書情報システムの保守委託料の見積りは、毎年度支出するものとして令和７年度予算の６

７６万９千円を参考に見積りすること。 

(10) 移動図書館については「東大阪市行財政改革プラン２０２５」の中で、「新たな図書館サー

ビスへの転換」を掲げており、今後事業内容を変更する場合がある。具体的な事業内容が明確
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になった時点で、市と指定管理者との間で取扱いを協議することとする。今回の提案の際は、

移動図書館運営経費は見直しを考慮せずに見積りすること。 

(11) 市では、市立小学校（５１校）へ団体貸出する資料を各校に直接配送する貸出サービスの導

入を検討している。参考として、１か月に１回、１校あたり最大１００冊の資料を配送する場

合に必要な人件費、車両費及び備品費（本の運搬時に使用するオリコンケース等）を収支予算

書（提出書類第４－１）とは別に見積りすること。 

21 協議 

   指定管理者は、この仕様書に規定するほか、指定管理業務の内容及び処理について疑義が生

じた場合は、市と協議のうえ、決定すること。 



- 17 - 

ＩＣタグ貼付等作業にかかる仕様 

１ 市では、全館においてＩＣタグを用いた新たな図書館サービスの提供を検討している。図書

館が所蔵する既存資料等へのＩＣタグの貼付、エンコード及びその他業務の実施に必要な機器

の準備を行う。 

２ 作業期間（予定） 

  令和８年４月１日～令和１２年３月３１日（指定管理期間中） 

３ 作業場所 

  （１）永和図書館 

  （２）花園図書館 

  （３）四条図書館 

  （４）大蓮分室 

  （５）石切分室 

  （６）旧適応指導教室（旧ふれあいルーム） 

４ 作業対象 

  ＩＣタグ貼付対象資料は、既存資料（約８０万冊（ＣＤを含む））及び令和８年度以降購入予

定資料（年間約３万冊）とする。 

５ ＩＣタグの調達 

  別紙２「ＩＣタグ製品にかかる仕様」を満たすＩＣタグを必要数調達すること。 

６ 業務内容 

(１)ＩＣタグの貼付 

  ①ＩＣタグの貼付箇所については、市と協議のうえ、対応すること。 

  ②令和８年度以降購入予定資料への貼付については、ＩＣタグ表面に館名とバーコー

ド等が印刷され、バーコードラベルの機能を有すること。バーコードでの運用にも対

応できること。 

（バーコードラベルとＩＣタグを別に貼付けることも可能とする。） 

  ③作業の誤り等で貼り損じ、紛失等がある場合は、指定管理者の責任で別途調達する

こと。 

(２)エンコード作業 

  ①対象資料に貼付したＩＣタグに対し、市が指定する図書情報システム及び関連機器

と連携可能なデータの書き込み作業を行うこと。 

別紙１
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  ②ＩＣタグに書き込むデータは、原則図書館共通識別コード（日図協フォーマット）

に則ったものとし、詳細は市と別途協議のうえ、決定すること。 

  ③作業に必要となる機器・ソフトウェア等（以下「機器等」とする。）、ブックトラッ

ク等備品、消耗品等は、指定管理者が用意すること。なお、図書情報システムに接

続せず（オフラインモード）に使用出来る機器等を用意すること。 

  ④ＩＣタグ貼付後、資料コードとＩＣタグ認識コード（以下「ＵＩＤ」という。）が重

複していないか確認作業を行うこと。ただし、確認方法及び確認時期等について、市

と別途協議のうえ、決定すること。 

  ⑤エンコード作業が済み次第、必ず正しくエンコードされたかの確認作業を行うこと。

読み取り不可の場合は、指定管理者が新しいＩＣタグと交換すること。 

(３）データファイルの作成 

  ①エンコード作業を終了したＩＣタグを図書情報システムに認識させるため、ＵＩＤ

と資料番号等からなるデータファイルを作成すること。ただし、データファイルの

詳細は市と別途協議のうえ、決定すること。 

  ②作成したデータファイルは、電子記録媒体等に保存し、ファイルレイアウトと共に

市へ提出すること。 

(４)その他 

  ①作業が終了した資料は、元通りに配架すること。 

  ②作業が終了した資料を認識するために、事前に市と協議のうえ目印を付けることを

許可する。 

  ③開架書庫の貼付作業については、利用者に影響が無いように別室へ運搬して作業を

行うこと。 

  ④返却資料についても、漏れのないように留意し作業を行うこと。 

  ⑤ＩＣタグ貼付済みの資料について、弁償等により資料番号が変更になった場合は、指

定管理者が再度エンコードを行うこと。 

(５)権利の帰属 

  成果品の所有権は、すべて市に帰属する。 

(６)その他 

  ①指定管理者は、基本的に図書館開館中に作業を行うことを留意し、利用者には十分

配慮し、騒音及び会話等で利用者の迷惑にならないように努めること。 

  ②本仕様に記載のない事項又は疑義が生じた場合は、市と協議のうえで対応すること。 
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ＩＣタグ製品に係る仕様 

１ ＩＣチップが実装されたＲＦＩＤラベルで、リーダライタ装置と非接触でデータの読み書きが

できるＩＣタグであること。 

２ ＩＣチップ仕様・通信規格 高い汎用性・互換性・拡張性を実現するため、以下の条件を満た

すこと。 

（１）通信規格 ＩＳＯ１８０００－３（Ｍｏｄｅ１）規格に準拠し、かつＩＳＯ１５９６３規

格で定められた通信コマンドにて業務遂行のための全通信処理を行えること。 

（２）通信周波数 １３．５６MHz帯（ＨＦ帯） 

（３）メモリ容量 １２８バイト以上 

（４）メモリユーザー領域 １１２バイト以上 

（５）データ保持期間 ５０年以上 

（６）データ書き換え可能回数 １０万回以上 

３ ＩＣタグ仕様 

 高い耐久性・信頼性を確保するため、以下の条件を満たすこと。 

（１）形状 

 ①構造 曲げに強いエッチング構造であること。 

 ②外形サイズ ８６ｍｍ×５４ｍｍ以下のサイズであること。 

（資料への貼付けに支障のない寸法であれば同等品として可能とする） 

 ③厚さ ０．５㎜以下 

  ④色 白又は透明 

（２）使用可能温度範囲 －１０℃～＋５５℃ 

（３）保存可能温度範囲 －２５℃～＋７０℃ 

（４）耐熱衝撃性 高温＋８５℃、低温－３０℃に各３０分放置を１サイクルとして、１００サ

イクル経過後に交信特性に異常がないこと。 

（５）耐衝撃性 ＩＣタグを表紙の裏面に貼付した５０冊の書籍を１．５ｍの高さから連続落下

させ、累計１万回の落下テストを経た後も交信特性に異常がないこと。 

（６）耐荷重性 ５０冊の書籍をタグが重なる位置で積み重ね、６か月経過後の読取テストにお

いて交信特性に異常がないこと。 

（７）耐腐食性 ＩＣチップ部及びアンテナ部が、タグ面の上下両方向から合成樹脂シートなど

の防水素材で覆われ、直接大気や水分に触れない構造により、高い耐腐食性を有すること。 

（８）他の納入実績 

   過去５年間に日本国内の公共図書館又は学校図書館に納入実績があるＩＣタグであり、かつ、

市が使用する図書情報システム（富士通 iLisfieraV3L12）において稼働実績のあるＩＣタグ

であること。 

別紙２
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４ ＩＣ機器連携 

 ＩＣ導入後の高い汎用性・互換性を確保するため、以下の条件を満たすこと。 

（１）ＩＳＯ１５６９３規格準拠の複数メーカーのリーダライタ、自動貸出機、ゲート蔵書点検

用ハンディタイプリーダライタ等の機器にて動作可能であること。 

（２）特定のミドルウェア等を使用せず、ＩＳＯ１５６９３規格で規定されるコマンドにてチッ

プとの全通信処理を行うことができ、ＩＳＯ１５６９３規定以外のコマンドで通信処理を行

わずに処理が可能であること。 

５ 保証 

ＩＣタグの保証期間は、貼付・エンコード作業完了の翌日から１０年とする。装備されたＩＣタ

グに不具合が発生した場合、ＩＣタグの再装備に対応すること。但し、人為的要因による不具合は、

保証対象としない。 

６ その他 

本仕様に記載のない事項、または疑義が生じた場合は、市と協議のうえ、決定すること。 


